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12月の税務と労務12月（師走）DECEMBER

国　税／ 給与所得者の年末調整 
 今年最後の給与を支払う時

国　税／ 給与所得者の基礎控除申告
書兼配偶者控除等申告書兼
所得金額調整控除申告書・保
険料控除申告書・住宅借入金
等特別控除申告書の提出 

 今年最後の給与を支払う前日
国　税／ 11月分源泉所得税の納付 

 12月10日
国　税／ 10月決算法人の確定申告 

（法人税・消費税等） 1月4日

国　税／ 4月決算法人の中間申告 
 1月4日

国　税／ 1月、4月、7月決算法人の消
費税の中間申告（年3回の場
合） 1月4日

地方税／ 固定資産税・都市計画税（第
3期分）の納付 
 市町村の条例で定める日

労　務／ 健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届 
 支払後5日以内

　来年1月から、税務調査等の際に調査担当者等から提出を求め
られた資料（帳簿書類・請求書・納品書などの写し）について、
e-Taxによるオンライン提出が可能となります。提出形式はPDF
形式が予定されています。これにより、資料を印刷する手間や、
税務署へ持参する時間、郵送費用などが解消されます。
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新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
蔓

延
へ
の
対
策
と
し
て
政
府
は
、
こ
れ

ま
で
に
な
い
制
度
融
資
等
で
の
資
金

調
達
支
援
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
当
初
の
制
度
融
資
で
は
要
件
が
重

視
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、
現
在
で
は

徐
々
に
従
前
の
審
査
体
制
（
内
容
重

視
）に
戻
り
つ
つ
あ
り
ま
す
。

　
一
方
、
中
小
企
業
側
は
コ
ロ
ナ
対

策
と
し
て
借
入
を
行
っ
た
企
業
で
バ

ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
悪
化
さ
せ
て
い
る

と
こ
ろ
が
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。
加

え
て
、
損
益
計
算
書
上
で
も
、
コ
ロ

ナ
禍
以
前
の
業
績
不
信
の
悪
化
要
因

の
存
在
感
が
大
き
く
な
っ
て
き
て
お

り
、
今
後
の
資
金
調
達
を
よ
り
難
し

く
し
て
い
る
企
業
も
あ
り
ま
す
。

　
資
金
繰
り
の
た
め
お
金
を
借
り
る

事
は
、
あ
る
意
味
、
劇
薬
を
使
う
こ

と
に
似
て
い
ま
す
。
非
常
に
苦
し
い

状
況
を
乗
り
越
え
る
に
は
必
要
な
薬

で
す
が
、
利
用
し
た
後
に
事
業
改
善

や
事
業
再
構
築
の
努
力
を
お
ざ
な
り

に
し
て
し
ま
う
と
、
ど
ん
ど
ん
と
資

金
が
流
出
し
て
財
務
体
質
を
毀
損
し

て
い
き
ま
す
。

　
そ
し
て
、
企
業
経
営
の
安
定
性
が

失
わ
れ
る
と
と
も
に
、
金
融
機
関
か

ら
は
「
支
援
し
に
く
い
」
企
業
に
な

っ
て
し
ま
い
ま
す
。

　
ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
社
会
を
展
望
し

た
中
小
企
業
の
自
己
変
革
や
事
業
改

善
が
望
ま
れ
ま
す
が
、
今
回
、
制
度

融
資
の
中
心
的
担
い
手
で
あ
る
日
本

政
策
金
融
公
庫
・
国
民
生
活
事
業（
以

後
、
政
府
系
金
融
機
関
）
が
「
後
押

し
す
る
企
業
」
を
ど
の
よ
う
に
見
て

い
る
の
か
、
考
え
て
み
ま
し
ょ
う
。

一

　政
府
系
金
融
機
関
の
融
資
担
当

者
の
判
定
は

　
中
小
企
業
経
営
者
の
方
か
ら
「
融

資
を
申
し
込
ん
だ
が
申
込
金
額
ど
お

り
借
り
ら
れ
ず
減
額
さ
れ
た
」
と
か

「
借
入
が
で
き
な
か
っ
た
」
と
い
う
声

を
聞
き
ま
す
。
そ
し
て
「
そ
の
理
由

が
ど
う
も
よ
く
分
ら
な
い
…
。
融
資

担
当
者（
以
後
、
担
当
者
）か
ら〝
赤

字
が
解
消
さ
れ
た
ら
貸
し
ま
し
ょ
う
〞

と
か
〝
売
上
が
い
ま
の
×
×
％
伸
び

た
ら
融
資
に
は
応
じ
ら
れ
ま
す
〞
…

と
も
言
っ
て
く
れ
な
い
」と
。

　
さ
ら
に
、
ど
う
し
て
も
理
由
が
知

り
た
く
申
込
者
が
追
及
す
る
と
、
担

当
者
は「
総
合
的
に
判
断
し
ま
し
た
」

と
か
「
総
合
的
判
断
の
上
で
…
」
と

い
う
説
明
で
、
と
い
う
か
、
こ
れ
以

上
の
こ
と
は
通
常
言
い
ま
せ
ん
。

　
総
合
的
判
断
の
意
味
す
る
こ
と
の

説
明
の
前
に
担
当
者
の
行
動
を
長

年
、
企
業
側
に
立
っ
て
政
府
系
金
融

機
関
担
当
者
と
折
衝
の
経
験
の
あ
る

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
A
さ
ん
か
ら
伺

っ
た
話
を
元
に
紹
介
し
ま
し
ょ
う
。

二

　融
資
担
当
者
の
判
定
に
至
る
作

業
と
は

①
　
政
府
系
金
融
機
関
で
は
通
常
、

中
小
企
業
者
よ
り
融
資
申
込
書
及

び
申
込
関
係
資
料
（
決
算
書
等
）

を
預
か
り
ま
す
。

②
　
申
込
書
類
は
、
支
店
内
で
各
担

当
者
に
無
差
別
に
割
り
当
て
ら

れ
、
後
日
、
担
当
者
と
中
小
企
業

者
の
面
談
と
な
り
ま
す
（
資
料
確

認
の
ほ
か
、
追
加
資
料
の
請
求
が

あ
る
場
合
も
あ
り
ま
す
）。

③
　
そ
し
て
、
一
〜
二
週
間
を
お
い

て
申
込
者
の
企
業
を
実
訪
し
再
度

面
接
（
資
料
確
認
、
観
察
）
し
、

そ
の
後
、結
果
通
知
と
な
り
ま
す
。

　
こ
れ
だ
け
の
決
ま
っ
た
行
動
、
そ

れ
で
果
た
し
て
客
観
的
に
企
業
を
判

定
で
き
る
の
か
？
A
氏
も
初
め
の

頃
は
疑
問
を
持
っ
た
と
言
い
ま
す
。

　
融
資
申
込
み
が
あ
っ
て
か
ら
融
資

決
定
ま
で
一
か
月
以
内
が
原
則
で
、

担
当
者
は
か
な
り
の
申
込
み
件
数
を

こ
な
し
ま
す
。
こ
れ
を
可
能
に
し
て

い
る
の
は
、
政
府
系
金
融
機
関
の
相

当
量
の
情
報
収
集
と
担
当
者
へ
の
教

育
訓
練
、
人
事
を
始
め
と
す
る
組
織

力
で
す
。

　
政
府
系
金
融
機
関
の
情
報
収
集
力

に
は
A
氏
も
、
思
わ
ず
う
な
っ
て
し

ま
う
こ
と
が
あ
る
と
い
い
ま
す
。

　
例
え
ば
A
氏
が
、
顧
問
先
会
社

B
社
長
と
申
込
み
に
同
行
し
、
担

当
者
と
社
長
の
話
し
合
い
を
聞
い
て

い
る
と
、
B
氏
の
会
社
設
立
に
至
る

動
機
か
ら
、
三
年
後
、
五
年
後
、

一
〇
年
後
と
B
社
の
成
長
過
程
等

を
踏
ま
え
て
の
核
心
を
つ
い
た
質
問

金融機関の
信用判定
～ 日本政策金融公庫・
国民生活事業を中心に～
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に
は
、
A
氏
自
身
の
コ
ン
サ
ル
業
に

も
参
考
に
な
る
そ
う
で
す
。

　
そ
し
て
、
行
わ
れ
た
面
談
の
内
容

は
勿
論
、
担
当
者
の
感
想
、
交
渉
状

況
が
記
録
に
追
加
さ
れ
ま
す
。

　
終
局
的
に
は
、
担
当
者
が
一
連
の

作
業
後
、
報
告
書
を
上
司
に
回
付
し

判
定
に
至
り
ま
す
。

三

　融
資
担
当
者
の
判
定
の
考
察
は

　
政
府
系
金
融
機
関
担
当
者
か
ら
融

資
判
定
基
準
の
話
が
聞
け
な
い
こ
と

に
つ
い
て
、
メ
ガ
バ
ン
ク
東
京
・
丸

の
内
支
店
長
経
験
者
の
O
氏
に
話

す
と
、
O
氏
は
自
身
の
融
資
判
断

と
し
た
上
で
、
次
の
よ
う
に
説
明
し

ま
す
。

　
安
定
し
な
が
ら
生
き
残
っ
て
い
く

企
業
は
殆
ど
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
こ
で
、

融
資
基
準
を
設
け
て
判
断
し
て
い
く

こ
と
に
な
り
ま
す
。
つ
ま
り
、
成
長

性
、
安
定
性
、
社
会
性
の
三
つ
の
基

準
を
設
定
し
、
総
合
的
に
検
討
し
ま

す
。

　
具
体
例
で
説
明
し
ま
す
。甲
社
は
、

地
方
の
鉄
道
会
社
で
す
。
住
民
の
足

と
し
て
社
会
性
が
あ
り
、
業
歴
の
長

さ
か
ら
安
定
性
が
あ
り
ま
す
。
し
か

し
、成
長
性
に
は
疑
問
符
が
付
く
…
。

乙
社
は
、
ゲ
ー
ム
機
メ
ー
カ
ー
兼
店

舗
展
開
の
会
社
で
す
。
社
長
は
〝
会

社
発
展
に
は
営
業
だ
、
営
業
の
中
身

は
ど
う
で
も
良
い
〞。
安
定
性
・
社

会
性
は
…
。

　
結
果
は
、
甲
社
は
三
基
準
の
二
つ

を
ク
リ
ア
、
乙
社
は
一
つ
ク
リ
ア
。

基
準
を
二
つ
ク
リ
ア
し
て
い
れ
ば
融

資
を
実
行
し
ま
す
。

　
さ
て
、
政
府
系
金
融
機
関
（
民
間

金
融
機
関
も
含
む
）
は
、
企
業
の
総

合
的
把
握
を
ど
の
よ
う
な
方
法
で
し

て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
。

　
図
を
見
て
い
た
だ
く
と
分
か
り
易

く
な
り
ま
す
が
、
結
局
は
色
々
な
要

素
の
バ
ラ
ン
ス
を
見
て
、
総
合
的
に

判
断
す
る
と
い
う
こ
と
で
し
ょ
う
。

①
　
企
業
は
、
内
部
要
素
で
あ
る

〝
人
、
物
、
金
〞
の
三
要
素
か
ら

成
り
立
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
三
つ

の
構
成
要
素
と
外
部
要
因
で
あ
る

環
境
を
分
析
し
て
、
総
合
判
断
す

る
方
法
を
採
り
ま
す
。

②
　
企
業
活
動
を
生
産
、
販
売
、
財

務
の
三
つ
の
部
門
に
分
け
、
環
境

の
影
響
と
経
営
者
を
加
味
し
、
総

合
判
断
を
す
る
方
法
も
あ
り
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
分
け
方
を
し
て
、
総

合
判
断
す
る
と
き
、
各
部
門
に
ど
の

く
ら
い
の
ウ
ェ
イ
ト
を
か
け
て
評
価

し
た
ら
よ
い
か
は
担
当
者
に
よ
り
若

干
の
違
い
は
あ
る
と
思
い
ま
す
。
い

ず
れ
に
し
ま
し
て
も
担
当
者
の
申
込

金
額
の
減
額
や
借
入
を
断
る
理
由

は
、
単
純
・
明
確
に
で
き
ず
「
総
合

的
判
断
の
上
」
と
い
う
こ
と
に
落
ち

着
く
の
で
は
な
い
の
で
し
ょ
う
か
。

※
　
経
営
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
中
に

は
、
従
業
員
一
〇
名
や
二
〇
名
の

企
業
は
経
営
者
の
ウ
ェ
イ
ト
が

九
〇
％
以
上
を
占
め
る
と
す
る
意

見
を
持
つ
人
が
い
ま
す
が
、
そ
の

こ
と
は
自
身
の
コ
ン
サ
ル
の
企
業

へ
の
接
し
方
に
過
ぎ
ず
、
一
般
的

な
金
融
機
関
の
融
資
判
断
と
は
異

な
り
ま
す
。

信用判定の際の部門ウェイトの置き方
　（人・物・金・環境のそれぞれウェイトの置き方です。
　規模が小さくなるほど「人」への割合が大きい。）
 （%）

人 物 金 環境
大企業 25 25 25 25
中企業 40 20 20 20
小企業 60 15 15 10

　　　　※　某銀行支店長 120名からのアンケート

・
業
界
動
向
を

つ
か
む

環
境

環

　境

・
売
上
高
を
つ

か
む

販

　売

・
銀
行
取
引
を

つ
か
む

・
損
益
状
態
を

つ
か
む

金

財

　務

・
資
金
繰
り
を

つ
か
む

・
経
営
を
観
察

す
る

人

経
営
者

・
従
業
員
を
観

察
す
る

物

生

　産

・
生
産
現
場
を

観
察
す
る

出典：依馬安邦氏著

図
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　年
末
調
整
は
、
給
与
の
支
払
者
が

給
与
の
支
払
い
を
受
け
る
一
人
一
人

に
つ
い
て
、
毎
月
の
給
与
や
賞
与
な

ど
の
支
払
の
際
に
源
泉
徴
収
し
た
税

額
と
、
そ
の
年
の
給
与
の
税
額
に
つ

い
て
、
納
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
税

額
（
年
税
額
）
と
を
比
べ
て
、
過
不

足
を
精
算
す
る
も
の
で
す
。

◎
令
和
三
年
分
の
主
な
留
意
点

1
　
税
務
関
係
書
類
に
お
け
る
押
印

義
務
の
見
直
し

　行
政
の
デ
ジ
タ
ル
化
推
進
に
向
け

令
和
二
年
七
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た

「
規
制
改
革
実
施
計
画
」
に
お
い
て
、

行
政
手
続
き
の
押
印
廃
止
が
盛
り
込

ま
れ
、
税
務
関
係
書
類
も
令
和
三
年

四
月
一
日
以
降
、
一
定
の
も
の
を
除

き
押
印
が
不
要
と
な
り
ま
し
た
。

　こ
れ
に
よ
り
扶
養
控
除
等（
異
動
）

申
告
書
な
ど
の
年
末
調
整
の
際
に
使

用
す
る
書
類
に
つ
い
て
も
、
従
業
員

等
の
押
印
は
要
り
ま
せ
ん
。

２
　
年
末
調
整
申
告
書
を
電
磁
的
方

法
（
電
子
デ
ー
タ
等
）
で
提
供
す

る
場
合
の
税
務
署
長
の
承
認
不
要

　従
来
は
、
年
末
調
整
申
告
書
を
従

業
員
か
ら
電
子
デ
ー
タ
で
受
付
・
回

収
す
る
場
合
、事
前
に
税
務
署
へ「
源

泉
徴
収
に
関
す
る
申
告
書
に
記
載
す

べ
き
事
項
の
電
磁
的
方
法
に
よ
る
提

供
の
承
認
申
請
書
」
を
提
出
し
、
承

認
を
受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
し
た
。

　し
か
し
、
申
請
の
手
間
や
、
申
請

し
て
か
ら
運
用
ま
で
一
定
の
期
間
が

掛
か
る
こ
と
か
ら
タ
イ
ミ
ン
グ
が
合

わ
ず
電
子
化
を
見
送
る
会
社
も
あ
り

ま
し
た
。

　そ
こ
で
、
令
和
三
年
度
税
制
改
正

に
よ
り
令
和
三
年
四
月
一
日
以
降
に

提
出
す
る
分
か
ら
次
の
申
告
書
に
関

し
て
、
事
前
承
認
が
不
要
と
な
り
ま

し
た
。

・
給
与
所
得
者
の
扶
養
控
除
等
申
告

書
・
従
た
る
給
与
に
つ
い
て
の
扶
養
控

除
等
申
告
書

・
給
与
所
得
者
の
配
偶
者
控
除
等
申

告
書

・
給
与
所
得
者
の
基
礎
控
除
申
告
書

・
給
与
所
得
者
の
保
険
料
控
除
申
告

書
・
給
与
所
得
者
の
住
宅
借
入
金
等
を

有
す
る
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別

控
除
申
告
書

・
所
得
金
額
調
整
控
除
申
告
書

・
退
職
所
得
の
受
給
に
関
す
る
申
告

書
・
公
的
年
金
等
の
受
給
者
の
扶
養
親

族
等
申
告
書

　な
お
、
電
子
デ
ー
タ
で
回
収
等
す

る
場
合
は
、
電
磁
的
方
法
に
よ
る
提

供
を
受
け
る
た
め
に
必
要
な
措
置
や

電
磁
的
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
者
の

氏
名
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
の
必
要

な
措
置
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

３
　
e

－

T
a
x
に
よ
る
申
請
等
の
拡

充　税
務
署
長
等
に
対
す
る
申
請
等
の

う
ち
e

－

T
a
x
に
よ
り
そ
の
申
請

等
に
係
る
書
面
に
記
載
す
べ
き
事
項

を
入
力
し
て
送
信
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
も
の
に
つ
い
て
、
書
面
に
よ
る

提
出
に
代
え
て
、
ス
キ
ャ
ナ
に
よ
り

読
み
取
る
方
法
等
に
よ
り
作
成
し
た

電
磁
的
記
録
（
い
わ
ゆ
る
「
イ
メ
ー

ジ
デ
ー
タ
」）
を
送
信
す
る
こ
と
に
よ

り
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り

ま
し
た
。

４
　
新
型
コ
ロ
ナ
に
伴
う
休
業
手
当

　新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等

の
影
響
に
対
応
す
る
た
め
の
雇
用
保

険
法
の
臨
時
特
例
等
に
関
す
る
法
律

の
規
定
に
基
づ
き
、
会
社
か
ら
休
業

手
当
を
受
け
取
っ
て
い
な
い
雇
用
保

険
法
の
被
保
険
者
に
対
し
て
国
か
ら

直
接
給
付
さ
れ
る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
対
応
休
業
支
援
金
に
つ

い
て
は
、
同
法
の
規
定
に
よ
り
租
税

は
課
さ
れ
な
い
の
で
、
年
末
調
整
の

対
象
と
な
る
給
与
の
総
額
に
含
め
て

計
算
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　一
方
、
会
社
が
従
業
員
を
休
業
さ

せ
、
従
業
員
に
「
休
業
手
当
」
を
支

給
し
た
場
合
は
、
前
記
の
よ
う
な
非

課
税
規
定
は
な
い
た
め
、
支
給
の
際

に
所
得
税
の
源
泉
徴
収
を
行
う
必
要

が
あ
り
、
年
末
調
整
の
対
象
と
な
る

給
与
の
総
額
に
含
め
て
計
算
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

令
和
三
年
分
の

　年
末
調
整
の

　ポ
イ
ン
ト
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所得控除額一覧表（抜粋）

【社会保険料控除額】
支払った又は給与から控除された社会保険料の合計額

【小規模企業共済等掛金控除額】
　（独）中小企業基盤整備機構に支払った共済掛金（旧第二種共済掛金は生命保険料控除の対象）、確
定拠出年金法に規定する企業型年金加入者掛金又は個人型年金加入者掛金、地方公共団体が実施する
心身障害者扶養共済掛金との合算額

【生命保険料控除額】
保険等の種類 旧契約 ※ 1 新契約 ※ 1 両方適用する場合
一般の生命保険料 最高 5万円 最高 4万円 最高 4万円 ※ 2
個人年金保険料 最高 5万円 最高 4万円 最高 4万円 ※ 2
介護医療保険料 ― 最高 4万円 ―
合計適用限度額 最高 12 万円

※１ 　旧契約とは、平成 23 年 12 月 31 日以前に締結した保険契約等、新契約とは、平成 24 年 1 月
1日以後に締結した保険契約等をいいます。

※２ 　一般の生命保険料及び個人年金保険料の控除額の計算において、新契約と旧契約の両方を支払っ
ている場合でも、旧契約分のみ計算した場合の控除額（最高 5万円）が、両方がある場合の控除額（最
高 4万円）よりも大きい場合には、旧契約分のみ適用を受けることにより、最高 5万円の生命保険
料控除を受けることができます（この場合であっても、合計適用限度額は最高 12 万円です）。

【地震保険料控除額】

地震保険料の額（最高50,000円） ＋

旧長期損害保険契約の支払保険料
① 10,000 円までの場合……支払保険料の全額
② 10,000 円を超える場合
　　　　　……支払保険料× 1/2 ＋ 5,000 円
　　　　　　　（最高 15,000 円）

※地震保険と旧長期損害保険の両方の控除額がある場合は、その合計額（最高 50,000 円）

障害者控除額 障害者 1人につき…………270,000 円
特別障害者 1人につき……400,000 円（同居特別障害者の場合 750,000 円）

寡婦控除額 270,000 円（いわゆる「ひとり親」に該当せず、合計所得金額 500 万円以下の者。
夫と死別の場合は扶養親族要件なし、夫と離婚の場合は扶養親族要件あり）

ひとり親控除額 350,000 円

勤労学生控除額 270,000 円

配　偶　者
控　除　額

一般の控除対象配偶者 最高 380,000 円 ※ 　控除対象配偶者、控除対象扶養親族……所得
者と生計を一にする配偶者その他の親族、都道
府県知事から養育を委託された児童（いわゆる
里子）及び養護老人のうち、所得金額の合計額
（繰越損失控除前）が 48 万円以下の者（青色
事業専従者又は白色事業専従者とされる者を除
く）。

※ 　特定扶養親族……控除対象扶養親族のうち、
平成 11 年 1 月 2 日から平成 15 年 1 月 1 日ま
での間に生まれた者（年齢 19 歳以上 23 歳未
満の者）。
※ 　老人控除対象配偶者、老人扶養親族……昭
和 27 年 1 月 1日以前生まれ（年齢 70 歳以上）
の控除対象配偶者、控除対象扶養親族。

※ 　同居特別障害者……控除対象配偶者や扶養親
族が、特別障害者に該当し、かつ、その者が所
得者又は所得者と生計を一にする親族のいずれ
かと同居を常況としている者。

※ 　同居老親等……老人扶養親族のうち、所得者
又はその配偶者の直系尊属で、所得者又はその
配偶者のいずれかと同居を常況としている者。

老人控除対象配偶者 最高 480,000 円

配　偶　者
特別控除額

配偶者の合計所得金額が
48 万円超 133 万円以下 最高 380,000 円

扶養控除額

一般の控除　
対象扶養親族

16 歳以上
19 歳未満

380,000 円
23 歳以上
70 歳未満

特定扶養親族 19 歳以上
23 歳未満 630,000 円

老人扶養親族
同居老親等以外 480,000 円

同居老親等 580,000 円

基礎控除額 最高 480,000 円

◎ 税額控除である「住宅借入金等特別控除」については、給与所得者の場合、確定申告をした年分の
翌年以降の年分に、年末調整で適用を受けることができます。
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雇
用
保
険
制
度
で
は
、
労
働
者
の

生
活
お
よ
び
雇
用
の
安
定
を
図
る
こ

と
や
、
求
職
活
動
を
容
易
に
す
る
こ

と
等
の
た
め
に
各
種
の
給
付
が
行
わ

れ
て
い
ま
す
。

　
今
回
は
、
雇
用
保
険
の
給
付
の
う

ち
、「
就
職
促
進
給
付
」
に
つ
い
て

説
明
し
ま
す
。

一

　失
業
等
給
付
の
体
系

　
雇
用
保
険
の
給
付
等
は
大
き
く

分
け
る
と
、「
失
業
等
給
付
」、「
育

児
休
業
給
付
」、「
雇
用
保
険
二
事

業
」に
分
類
で
き
ま
す
。

　
こ
の
う
ち
育
児
休
業
給
付
は
、

以
前
は
失
業
等
給
付
の
中
の
雇
用

継
続
給
付
と
し
て
支
給
さ
れ
て
い

ま
し
た
が
、
令
和
二
年
四
月
よ
り

失
業
等
給
付
と
は
異
な
る
給
付
体

系
と
し
て
分
離
さ
れ
ま
し
た
。

　
失
業
等
給
付
は
、
さ
ら
に
次
の

四
つ
の
給
付
に
分
類
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
失
業
中
に
支
給
さ
れ

る
基
本
手
当（「
失
業
手
当
」と
呼
ば

れ
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
が
、
正
式

に
は
「
基
本
手
当
」
と
い
い
ま
す
。）

は
、
求
職
者
給
付
の
う
ち
の
一
つ

で
す
。

⑴
　
求
職
者
給
付

⑵
　
就
職
促
進
給
付

⑶
　
教
育
訓
練
給
付

⑷
　
雇
用
継
続
給
付

二

　就
職
促
進
給
付

　
就
職
促
進
給
付
は
、
複
数
の
手

当
等
か
ら
成
り
立
っ
て
お
り
、
次

の
よ
う
に
細
分
化
さ
れ
ま
す
。

①
　
就
職
促
進
手
当

a
　
再
就
職
手
当

b
　
就
業
促
進
定
着
手
当

c
　
就
業
手
当

d
　
常
用
就
職
支
度
手
当

②
　
移
転
費

③
　
求
職
活
動
支
援
費

a
　
広
域
求
職
活
動
費

b
　
短
期
訓
練
受
講
費

c
　
求
職
活
動
関
係
役
務
利
用
費

㈠

　再
就
職
手
当

①
　
概
要

　
　
再
就
職
手
当
は
、
基
本
手
当
の

受
給
資
格
が
あ
る
方
が
安
定
し
た

職
業
に
就
い
た
場
合
で
あ
っ
て
、

一
定
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合
に

支
給
さ
れ
ま
す
。
な
お
、
安
定
し

た
職
業
に
就
い
た
場
合
と
は
、
雇

用
保
険
の
被
保
険
者
と
な
る
場
合

や
、
事
業
主
と
な
っ
て
、
雇
用
保

険
の
被
保
険
者
を
雇
用
す
る
場
合

な
ど
が
該
当
し
ま
す
。

②
　
要
件

　
　
複
数
の
要
件
が
あ
る
た
め
、
こ

こ
で
は
一
部
の
み
を
取
り
上
げ
ま

す
。

　
　
詳
細
は
公
共
職
業
安
定
所
や
厚

生
労
働
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
に

公
開
さ
れ
て
い
る
リ
ー
フ
レ
ッ
ト

に
て
ご
確
認
く
だ
さ
い
（
以
下
に

触
れ
る
手
当
等
に
つ
い
て
も
同
様
）。

・
　
基
本
手
当
の
支
給
残
日
数
が

所
定
給
付
日
数
の
三
分
の
一
以

上
あ
る

・
　
離
職
し
た
前
の
事
業
所
に
再

び
就
職
し
た
も
の
で
な
い

・
　
再
就
職
先
に
一
年
を
超
え
て

勤
務
す
る
こ
と
が
確
実
で
あ
る

③
　
支
給
額

　
　
所
定
給
付
日
数
の
三
分
の
一
以

上
の
支
給
日
数
を
残
し
て
就
職
し

た
場
合
は
、
支
給
残
日
数
の
六
〇

％
、
三
分
の
二
以
上
の
支
給
日
数

を
残
し
て
就
職
し
た
場
合
は
、
支

給
残
日
数
の
七
〇
％
を
基
本
手
当

日
額
に
乗
じ
て
得
た
額
で
す
。

㈡

　就
業
促
進
定
着
手
当

①
　
概
要

　
　
再
就
職
手
当
の
支
給
を
受
け
た

方
が
、
引
き
続
き
そ
の
再
就
職
先

に
六
か
月
以
上
雇
用
さ
れ
、か
つ
、

再
就
職
先
で
六
か
月
の
間
に
支
払

わ
れ
た
賃
金
の
一
日
分
の
額
が
雇

用
保
険
の
給
付
を
受
け
る
離
職
前

の
賃
金
の
一
日
分
の
額
（
賃
金
日

額
）
に
比
べ
て
低
下
し
て
い
る
場

合
に
支
給
さ
れ
ま
す
。

②
　
支
給
額

　
　（
離
職
前
の
賃
金
日
額

－

再
就

職
の
日
か
ら
六
か
月
間
に
支
払
わ

れ
た
賃
金
額
の
一
日
分
の
額
）
×

雇用保険
就職促進給付の概要
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再
就
職
の
日
か
ら
六
か
月
間
内
に

お
け
る
賃
金
支
払
基
礎
日
数
に
よ

り
求
め
ま
す
。

㈢

　就
業
手
当

①
　
概
要

　
　
基
本
手
当
の
受
給
資
格
が
あ
る

方
が
、
再
就
職
手
当
の
支
給
対
象

と
な
ら
な
い
常
用
雇
用
等
以
外

（
例
え
ば
、
一
年
を
超
え
て
引
き

続
き
雇
用
さ
れ
る
見
込
み
が
な
い

な
ど
）
の
形
態
で
就
業
し
た
場
合

で
あ
っ
て
、
基
本
手
当
の
支
給
残

日
数
が
所
定
給
付
日
数
の
三
分
の

一
以
上
か
つ
四
五
日
以
上
あ
り
一

定
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合
に
支

給
さ
れ
ま
す
。

②
　
支
給
額

　
　
就
業
日
数
×
三
〇
％
×
基
本
手

当
日
額
と
な
り
ま
す
。

㈣

　常
用
就
職
支
度
手
当

①
　
概
要

　
　
基
本
手
当
の
受
給
資
格
が
あ
る

方
（
基
本
手
当
の
支
給
残
日
数
が

所
定
給
付
日
数
の
三
分
の
一
未
満

で
あ
る
方
に
限
り
ま
す
。）、
高
年

齢
受
給
資
格
者
、
特
例
受
給
資
格

者
又
は
日
雇
受
給
資
格
者
の
う

ち
、
障
害
の
あ
る
方
な
ど
就
職
が

困
難
な
方
が
安
定
し
た
職
業
に
就

い
た
場
合
に
、
一
定
の
要
件
に
該

当
す
る
と
支
給
さ
れ
ま
す
。

②
　
支
給
額

　
　
九
〇
（
基
本
手
当
の
支
給
残
日

数
が
九
〇
日
未
満
で
あ
る
場
合
に

は
、
支
給
残
日
数
に
相
当
す
る
数

（
そ
の
数
が
四
五
を
下
回
る
場
合

は
四
五
））
×
四
〇
％
×
基
本
手

当
日
額
と
な
り
ま
す
。

㈤

　移
転
費

①
　
概
要

　
　
受
給
資
格
者
等
が
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
、
特
定
地
方
公
共
団
体
ま
た
は

職
業
紹
介
事
業
者
の
紹
介
し
た
職

業
に
就
く
た
め
、
又
は
ハ
ロ
ー
ワ

ー
ク
の
所
長
の
指
示
し
た
公
共
職

業
訓
練
等
を
受
講
す
る
た
め
、
そ

の
住
所
又
は
居
所
を
変
更
す
る
必

要
が
あ
る
場
合
に
、
受
給
資
格
者

本
人
と
そ
の
家
族
（
そ
の
者
に
よ

り
生
計
を
維
持
さ
れ
て
い
る
同
居

の
親
族
）
の
移
転
に
要
す
る
費
用

が
支
給
さ
れ
ま
す
。

②
　
要
件

　
　
事
業
所
ま
た
は
訓
練
施
設
へ
の

通
勤
（
所
）
時
間
が
往
復
四
時
間

以
上
で
あ
る
こ
と
等
、
ハ
ロ
ー
ワ

ー
ク
が
住
所
・
居
所
の
変
更
が
必

要
で
あ
る
と
認
め
る
こ
と
等
の
要

件
が
あ
り
ま
す
。

③
　
支
給
額

　
　
移
転
費
（
鉄
道
賃
、
船
賃
、
航

空
賃
、
車
賃
、
移
転
料
、
着
後
手

当
の
六
種
類
が
あ
り
ま
す
。）
の

支
給
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
も

の
及
び
そ
の
者
が
随
伴
す
る
家
族

に
つ
い
て
、そ
の
旧
居
住
地
か
ら
、

新
居
住
地
ま
で
の
区
間
の
順
路
に

よ
っ
て
計
算
し
た
額
で
す
。

㈥

　広
域
求
職
活
動
費

①
　
概
要

　
　
受
給
資
格
者
等
が
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
の
紹
介
に
よ
り
遠
隔
地
に
あ
る

求
人
事
業
所
を
訪
問
し
求
人
者
と

面
接
等
を
し
た
場
合
に
支
払
わ
れ

る
も
の
で
す
。

②
　
要
件

　
　
住
居
所
管
轄
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

か
ら
、
訪
問
す
る
求
人
事
業
所
の

所
在
地
を
管
轄
す
る
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
の
間
の
距
離
（
往
復
）
が
、
交

通
費
計
算
の
基
礎
と
な
る
鉄
道
等

の
距
離
で
二
〇
〇
キ
ロ
メ
ー
ト
ル

以
上
あ
る
こ
と
等
の
要
件
が
あ
り

ま
す
。

③
　
支
給
額

　
　
一
定
の
計
算
方
法
に
よ
り
求
め

た
交
通
費
及
び
宿
泊
料
が
支
給
さ

れ
ま
す
。

㈦

　短
期
訓
練
受
講
費

①
　
概
要

　
　
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
職
業
指
導
に

よ
り
再
就
職
の
た
め
に
必
要
な
職

業
に
関
す
る
教
育
訓
練
を
受
け
、

当
該
訓
練
を
修
了
し
た
場
合
に
支

給
さ
れ
ま
す
。

②
　
要
件

　
　
教
育
訓
練
を
受
講
す
る
前
に
、

そ
の
訓
練
を
受
け
る
た
め
の
ハ
ロ

ー
ワ
ー
ク
の
職
業
指
導
を
受
け
て

い
る
こ
と
等
の
要
件
が
あ
り
ま
す
。

③
　
支
給
額

　
　
本
人
が
訓
練
受
講
の
た
め
に
支

払
っ
た
教
育
訓
練
経
費
（
入
学
金

又
は
登
録
料
と
受
講
料
）
の
二
割

（
上
限
一
〇
万
円
、
下
限
な
し
）

の
額
で
す
。

㈧

　求
職
活
動
関
係
役
務
利
用
費

①
　
概
要

　
　
受
給
資
格
者
等
が
求
人
者
と
の

面
接
等
（
面
接
の
ほ
か
、
筆
記
試

験
の
受
験
、
職
業
相
談
、
職
業
紹

介
な
ど
求
職
活
動
に
該
当
す
る
活

動
）
や
、
教
育
訓
練
を
受
講
す
る

た
め
、
子
に
つ
い
て
保
育
等
サ
ー

ビ
ス
を
利
用
し
た
場
合
に
支
給
さ

れ
ま
す
。

②
　
支
給
額

　
　
保
育
等
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
の
た

め
に
本
人
が
負
担
し
た
費
用
の
一

部
が
支
給
さ
れ
ま
す
。
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　昨年以来、国際貨物コンテナ不足、輸送
遅延が問題となっています。
　貨物コンテナはほぼ中国で製造されてお
り、2019年の米中貿易戦争により国際貨
物の動きの低下が懸念され、コンテナ生産
が4割ほど減少している状況でした。
　2020年に入り新型コロナ感染症拡大の
影響で、コンテナ生産工場がストップ、輸
送する人員の確保が間に合わないことも重
なりコンテナ不足となっています。さらに
港湾でも人員の不足からコンテナの荷役作
業の遅延などが起こり、船舶とともにコン
テナも滞留し、国際貨物の遅延が見られま
す。
　そして2021年に入り、アメリカや中国
の経済の回復傾向の中、輸出入の需要が世
界的に増加し、国際貨物のコンテナの運賃
が急上昇してきています。
　2021年6月の横浜からアメリカのロサ

ンゼルスまでの運賃は7,760ドル、日本円
換算（110円）すると85万3,600円となっ
ています。2020年6月は1,750ドル（同
19万2,000円）でしたから、実に4.4倍強
の66万1,100円も価格が上昇しています
（公益財団法人日本海事センター、2021年
7月27日公表）。
　なお、ロサンゼルスから横浜までの運賃
は前年比2倍弱（同センター発表）です。
　アメリカや中国、ヨーロッパなど世界的
なコロナ禍からの財政出動のなか、経済が
回復してインフレ傾向にある中で、日本か
らの輸出は増加傾向にあります。一方、消
費が低迷し、輸入が低迷しているとも考え
られます。
　懸念されるのは、国際貨物コンテナ運賃
の上昇などの要因で日本にもウッドショッ
ク（木材が品薄で調達困難になり、かつ価
格が急激に上昇し、住宅産業や住宅を建て
る人に影響）のような資材やモノの価格の
急上昇です。

国際貨物のコンテナ運賃

　コロナ禍に伴う影響が徐々にデータにな
って発表されてきています。
　日本銀行調査統計局が取りまとめている
「資金循環の日米欧比較」の今年8月20日
発表資料と同調査の昨年の資料を比較する
とマクロ経済の実態が明らかになります。
　まず、日本の家計の金融資産は1年間で
101兆円増加（2020年は1,845兆円、
2021年は1,946兆円）して現在は2,000
兆円弱と言われています。原因は、将来の
不安から消費を控えたからと思われますが、
アメリカでも家計の金融資産も55.3兆ド
ルから109.6兆ドルと大幅に増えており、
家計の動きは同様です。勿論、日本の家計
は米国に比べ現金・預金の占める割合が高
く、日本企業は銀行借入に依存している構
成は変わりません。
　一方、日本企業（金融機関除く）の金融
負債は1,657兆円から1,862兆円と205
兆円増加しており、米国企業においても
55.3兆ドルから79.2兆ドルに増えています。

コロナ禍の家計と企業負債
　コ
ロ
ナ
収
束
後
の
景
気
回
復
は
ど

の
よ
う
に
推
移
す
る
の
か
、
い
ろ
い

ろ
な
意
見
が
出
て
い
ま
す
。

　景
気
は
ど
う
い
う
形
で
回
復
す
る

か
に
つ
い
て
は
、便
宜
的
に「
U
字
」、

「
V
字
」、「
W
字
」
等
の
英
文
字
で

説
明
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
U

や
W
の
ほ
か
ジ
グ
ザ
グ
な
形
を
辿

る
と
い
う
予
測
で
、
な
か
に
は
「
V 

w
i
t
h 
K
」、
つ
ま
り
、
K
＝

二
極
分
化
（
成
長
産
業
と
衰
退
産
業

に
分
か
れ
る
）
を
伴
い
な
が
ら
景
気

は
戻
る
と
い
う
表
し
方
も
あ
り
ま
す
。

　さ
て
、
日
本
経
済
は
と
い
う
と
、

「
U
字
」
型
で
あ
る
と
各
種
政
府
サ

イ
ト
、
銀
行
系
サ
イ
ト
は
予
測
し
て

い
ま
す
。
報
道
を
み
る
と
、
ア
メ
リ

カ
や
欧
米
は
、
景
気
が
結
構
戻
っ
て

い
る
と
す
る
記
事
を
見
ま
す
（
V
字

型
回
復
）
が
、
日
本
は
、
回
復
に
時

間
が
か
か
り
そ
う
で
す
。

コ
ロ
ナ
収
束
後
の
回
復
は「
U
字
」？

発行


